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第１章 はじめに 

１ 庁舎建替えの必要性とこれまでの経緯 

五島市の現在の本庁舎は、昭和３９年（１９６４年）に本館棟を建設し、昭和５６年に新館棟

を、平成１０年には増築棟を増設しています。本館棟は築５０年以上が経過しており、その間、

建物の老朽化が進むとともに、業務のＩＴ化や、より高度なバリアフリーへの対応など、建設当

時は想定できなかった変化もあり、建物の機能面での課題が指摘されるようになりました。 

さらに、平成１６年の市町村合併以降、支所から本庁へ業務と人員の集約が進み、本庁の

執務室は過密な状況となり、市民の皆様の利用に不便をきたす状況となりました。 

   また、近年は予想できない大地震が全国各地で多数発生しており、「いつ」「どこで」大地

震が発生してもおかしくないという認識が広がっています。そこで、平成２７年度に本館棟と

新館棟の耐震性能を調査した結果、本館棟は大規模な地震に対して倒壊又は崩壊する危

険性の高いことが判明し、市の行政運営や防災・災害復興拠点としての庁舎の機能を満たさ

ないため、早急な耐震化が必要であることがわかりました。 

   このような状況の中、市職員で組織する「本庁舎整備庁内検討委員会」を設置し検討を進

め、市議会等のご意見を踏まえながら、平成２８年１２月には「本庁舎の本館棟を建替えるこ

とと、合併特例債を活用して平成３１年度の完成を目指すこと」を方針決定し、公表を行いま

した。 

   平成２９年１月に実施した市民アンケートの結果を取り込んで、基本計画（案）の策定作業

を進め、この基本計画（案）を基にパブリックコメント及び職員アンケートを実施し、このたび

基本計画を策定しました。今後は、新庁舎建設に向けて具体的に設計業務、建設工事等に

取り組んでいきます。 

   なお、事業の推進に当たっては、広く市民へ情報発信し、反映できる意見については設

計の中に取り入れるよう努めていきます。 

 

２ 基本計画の位置付け 

基本計画では、基本理念・基本方針を掲げ、必要な機能や規模などを検討するとともに、

新庁舎建設にあたっての課題を解決するため、新庁舎の具体的な機能の整備方針を策定

するものです。 
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第２章 本庁の現状と課題 

１ 本庁舎の現状（建物概要、配置職員など） 

 現本庁舎は、昭和３９年建築の市民課等が配置する本館、昭和５６年建築の水道局等が

配置する新館棟、平成１０年建築の社会福祉課等が配置する増築棟で構成されています。 

 

              

 

 

 

 

  

   平成２８年４月１日現在 

区  分 建築時期 構造 延床面積 
職員等 

配置人数 

本庁舎 本館① Ｓ39.6 ＲＣ造３階建 2,942.8 ㎡ 169 人 

 新館棟② Ｓ56.7 ＲＣ造４階建 2,024.4 ㎡ 114 人 

 増築棟③ Ｈ10.3 ＲＣ造３階建 901.9 ㎡ 80 人 

合     計 5,869.1 ㎡ 363 人 

職員一人当たりの面積 １６㎡ 
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税務課執務室 

２ 本庁舎の建物の老朽化の状況 

 

[外壁、屋上関係] 

外壁ひび割れ及び仕上げ材の剥離、窓廻りシーリングの劣化、屋上防水劣化などがみら

れ、コンクリート剥離による地上落下の危険性、雨漏りの拡大等が危惧されます。 

 

  

  

 

 

 

[建物内部関係] 

合併に伴い本庁配置の職員数が増加しており、一人当たりの床面積が約１６㎡と手狭とな

っています。（参考：平成１６年４月１日時点福江市職員数２９３名 一人当たりの床面積 約２

０㎡）※総務省の地方債同意等基準（以下、総務省基準という。）運用要綱等庁舎建設事業費の標

準的な事業費により標準面積を算出すると職員一人当たりの床面積

は約２１．５㎡） 

外壁ひび割れ、窓廻りシーリングの劣化、屋上防水劣化によ

る雨漏りが３階議会事務局、１階男子トイレなど複数個所にお

いてみられていますが、全般的な改善を行うためには大規模な

改修となるため、応急的な処置での営繕を行っています。 

 

[空調設備関係] 

平成９年に設置された集中管理方式の冷温水機本体が更

新の時期を迎えており（耐用年数１３年）、また執務室に設置し

ている本体機器についても一部設置後２０年以上経過しており、

故障して使用できない機器があります。 

配管においても老朽化により錆等が沈殿しており、本体機器

の性能も低下していることなどから本館の1 階（税務、市民、会

計課）の空調はほぼ機能していない状況です。 

 

[トイレ関係] 

排水管内部に錆が付着しており、トイレの排水つまりが頻繁にみられます。 

便所内の排水口が錆び等によりつまっており、また口径も小さいことなど床洗浄ができな

い箇所があります。 

 

 

屋上外壁 屋上防水 保健所側の外壁 

空調機器 
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[共有部関係] 

正面玄関ロビーから売店先までの通路は狭く、日光が遮断

されているため解放感がありません。（３階も同様）  

エレベーターが本館になく、利用者は増築棟（社会福祉課）

まで移動して利用しています。 

 

 

  

１階売店前通路 
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第３章 本庁舎耐震化の基本的方針 

１ 耐震診断結果 

平成２７年度に本庁舎本館と新館棟の耐震二次診断を実施しました。 

その結果、昭和３９年建築の本館棟につきましては、震度６強規模の地震の震動及び衝

撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高いことが判明しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 耐震補強方法と問題点 

補強方法として、建物の柱と梁で囲まれた空間に補強ブレスを設置する方法がありますが、

本庁舎の場合、地上から３階までの新たなコンクリート柱２０本を建物周辺５．５ｍごとに増設

し、既存建物を外側から揺れに対して支える工法で、建物内部（執務室等）は１階から３階ま

での１８ヶ所に枠付き鉄骨ブレスを設置し、また、各階の通路部は耐震天井へ改修し、執務

室部は落下低減天井へと全面改修する内部補強及び高架水槽の新設や受水槽の改修な

どの補強計画です。 

 

問題点としては、次のようなことが考えられます。 

 

① 仮設庁舎建設の必要性 

庁舎内外の大規模改修による騒音、振動等、そして何より工事期間中の市民等の安全

性を確保するために仮設庁舎建設の必要性が考えられます。（耐震補強・大規模改修終

了後、撤去される。） 

体育館や空き店舗など別の施設を代替として使用することにより建設費用は不要となる

が、必要とする建物規模、駐車スペースの確保、そして約１８ヶ月の工事期間占有できると

いう条件を備えた施設が必要と考えます。 

また庁舎の分散化により効率の低下が懸念されます。 

新耐震基準

Is値：1.30

本　館

新館棟Is値：0.25

増築棟
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② 執務室等のスペースの狭隘化、複雑化 

総務省基準により標準面積を算出すると職員一人当たりの床面積約２１．５㎡となります

が、現状の配置職員数では庁舎面積に対し一人当たりの床面積が約１６㎡となります。現

状においても総務省基準と比較して十分な執務スペースを確保できていないうえ、耐震補

強により新たな枠付き鉄骨ブレスが設置されることにより、さらに床面積が減少するうえ、室

内を仕切られることによるスペースの狭隘化、複雑化が生じてきます。 

 

③ 庁舎増築、分散化の検討 

②の狭隘化、複雑化を解決する方法として、増築若しくは別の施設の利用が考えられ

ます。増築の場合、本館、新館棟、増築棟に配置されている職員数（総務課付職員含む）

から総務省基準で算出した標準面積約８，３００㎡（行政センターは継続使用とする。）とし

た場合、現在の庁舎面積約５，９００㎡と比較して約２，４００㎡が不足しています。これを現

敷地へ増築することにより問題点は解消されます。 

別の施設利用の場合、約２，４００㎡の規模で、一人当たりの床面積を約２１．５㎡とする

と１１０名程度が配置できるスペースがある施設となります。 

増築による約２，４００㎡の庁舎建設については、３階建ての建物を想定した場合、敷地

約８００㎡が必要となり、現在の駐車スペースが狭小となり約６５台（１台２．５ｍ×５ｍ）相当

分の駐車スペースがなくなり、また増築費用も上乗せされます。 

別の施設使用については、基本的に庁舎の分散化に繋がります。 

複数の用件をもつ来庁者が建物を移動することなく1 ヶ所で済ませるような市民サービ

スの充実性があり、職員等の事務の迅速、効率化等を考慮すれば庁舎は一体化すること

が望まれます。 

 

④ 今後短期間での建替えの検討 

本庁舎本館のコンクリート強度は、調査の結果、２２．８Ｎ/ ｍｍ2 であり、耐用年数は約６

５年と想定され、本館は建設後約５０年を経過していることから、約６５年を耐用年数として

考えれば、耐震補強・大規模改修を行っても、その１５～２０年後には再度建替えの検討

が必要となってきます。 
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３ 耐震化の基本的方針 

 建 替 え 耐震補強・大規模改修 

市民の利便性 

○ 
執務室の分散化の解消、新館棟、増を含め

た庁舎の一体化を図れる。 
 

現状の執務室の分散化、配置の複雑化は解消

できない。 

○ 
窓口部署の集約や相談スペースの確保な

ど配置等の見直しが可能になる。 
 

スペースの制約があり、配置等の見直しが困難

である。 

執務室環境 ○ 

新庁舎の規模、配置等から狭隘化、複雑化

への対応が可能となる。 
 

庁舎の規模は変わらないが、補強により新たな

鉄骨ブレスが設置することにより狭隘化、複雑

化は増加する。それを解消するために、増築等

の検討を要する。 

防災機能の強

化  
○ 

災害対策本部を新庁舎に設置することがで

き、また非常用発電装置の拡充など現在の

防災対策を見直すことが可能になる。 
 

災害対策本部を本館棟に設置するスペースとし

て議場が考えられ、新館棟は耐震診断の結

果、耐震補強は不要であるが、建築非構造部

材、建築設備の補強を要する。 

ユニバーサル

デザイン 
○ 

誰にでも分かりやすく、移動しやすく、利用し

やすい環境（ユニバーサルデザイン）の考え

方を設計段階から取り入れることができる。 

 

ユニバーサルデザインの考え方を反映すること

は可能であるが、構造、スペース等から制約を

受ける。 

費用対効果 

○ 
現状の問題点に対応した施設計画が可能

である。 
 

改修しても短期間での建替えの検討が必要で

ある。 

○ 
単年度投資額の比較から効果がある。 

 
単年度投資額の比較から建替えより効果が低

い。 

○ 
新庁舎完成後、引越しのため仮設庁舎は不

要である。 
 

建物内外の大規模改修により、安全性等を確

保するため仮設庁舎の必要性が高い。 

 

 

 

 

  

 

  

以上のことから、本庁舎耐震化の基本的方針としましては、建替えとする

こととしました。 

増築棟、新館棟は耐震基準を満たしており、継続使用となります。庁舎の

一体化を図るため、現在行政センターが建っている場所に新庁舎を建設する

計画となりました。 
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第４章 新庁舎建設の基本的な考え方 

１ 基本理念 

「安全で利用しやすく、市民に親しまれる庁舎」 

① 市民にとって利用しやすく、市民から親しまれる庁舎を実現するため、利用者の視点

に立ち、的確な行政サービスを提供できる庁舎を整備します。 

② 市民の生命を守り、身体及び財産、市民生活にかかわる多くの機能、情報を守り、ま

た災害時には災害応急対策や災害からの復旧・復興拠点としての役割を果たすこと

のできる庁舎を整備します。 

 

２ 基本方針 

「市民の安全・安心を支える庁舎」   

① 災害時拠点施設として、高い耐震性能などを有する構造的強化を図り、復旧・復興

機能を十分に発揮できる設備を備えます。 

② 防犯対策に考慮した高いセキュリティ機能を有した設備を備えます。 

 

「容易性と利便性の高い庁舎（市民サービス・ユニバーサルデザイン・利便）」 

① 窓口部門は市民の利用頻度が最も高い機能であることを踏まえ、その機能を集約し、

ワンフロアで対応できるよう配置します。 

② ユニバーサルデザインの視点に立ち、誰もが利用しやすい施設、設備を備え、動線

に配慮した配置やサイン整備等分かりやすくします。 

 

「協働によるまちづくりの拠点となる庁舎」 

① 市民が気軽に利用できるスペースを設け、市民が交流できる場をつくるとともに、行

政が市民活動を支援する機能を備えた住民活動室の整備を検討します。 

 

「効率的で経済性の高い庁舎（行政機能・議会・省エネ、自然エネルギー）」 

① 再生可能エネルギーの活用、地元産木材の利用や雨水の利用等、環境負荷を考

慮した庁舎とします。 

② 建物の長寿命化、ランニングコストの削減等、長期的に経済効率を高くできるように

します。 

③ 仕切りのないオープンフロアを基本とするが、機密情報やプライバシーには十分配

慮し、機構改革にも柔軟に対応ができるようにします。 

 

「現在の庁舎及び敷地を利用した庁舎」  

① 新たに建設する庁舎は、既存庁舎を活用し、かつ相互の連携、機能的バランスのと

れたものとします。 

② 公共交通機関の利活用を強化し、来庁者の利便性向上と安全性の確保を図れるよ

う検討します。 
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第５章 新庁舎の機能・性能 

１ 案内・窓口機能 

① 各種申請や届出、証明書発行など、利用の多い窓口については１階に集約し、総合案

内や待合スペースなどを設置する玄関ホールを最大限に活用することにより「歩かせな

い・迷わせない・待たせない」サービスを提供します。 

② 相談業務、窓口業務において、プライバシーに配慮した

カウンターや遮音性に優れた相談スペースを設置しま

す。 

③ 来庁者誰にでもわかりやすく利用しやすい動線に考慮し

た案内板を設置します。また、大きく見やすい表示板を設

置し、将来的な行政組織の改編にも対応できるものとしま

す。 

 

２ 市民サービス機能 

① 来庁者が移動しやすいよう、通路の幅員を十分に確保し、段差や勾配の少ないフロアと

し、上下階の移動がスムーズにいくよう、階段、エレベーターは適切な場所に配置しま

す。 

② 車いす使用者、子供連れの利用者に対応した多目的ト

イレを確保し、分かりやすく利用しやすい配置とします。 

③ 子供連れの利用者が安心して用を済ませることができる

よう、授乳室、遊び場スペース等を検討します。 

④ ATM コーナー、売店、自動販売機など市民の利便性を

高めるものについて、利用しやすい位置に配置するよう

検討します。 

 

３ 市民活動等機能 

① イベントに対応する広場や談話コーナーなどくつろぎの空間や、市民と行政が連携しな

がら活動を行うための支援室の配置を検討します。 

 

４ 防災拠点機能 

① 震災時には防災中枢拠点として、災害対策の指揮及び情報伝達等を担う必要があるこ

とから、庁舎には高い耐震性と安全性が求められます。  

国土交通省が定める「官庁施設の総合耐震計画基準」を参考に、構造体として震災後

に補修をすることなく使用でき、人命の安全確保に加えて十分な機能の確保が図れるよ

う、新庁舎の構造は構造体Ⅰ類、建築非構造部材Ａ類、建築設備甲類を目標としていき

ます。（耐震安全性の目標は次表のとおり） 

 

 

○写真出典：延岡市ＨＰ 

○写真出典：延岡市ＨＰ 
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部位 分類 耐震安全性の目標 

構造体 

【柱・梁等】 

Ⅰ類 

・大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できるこ

とを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られ

ている。 

・大地震動とは、震度６弱～６強程度の地震を想定 

Ⅱ類 ・大地震後、人命の安全確保に加えて、機能確保が図られている。 

Ⅲ類 ・人命の安全確保が図られている。 

建築非構造部材 

【間仕切り等】 

Ａ類 

・大地震動後、災害応急活動等を円滑に行ううえで支障となる建築

非構造部材の損傷、移動等が発生しないことを目標とし、人命の安

全確保に加えて充分な機能確保が図られている。 

Ｂ類 ・人命の安全確保と二次災害の防止が図られている。 

建築設備 
甲類 

・大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られて

いるとともに、大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期

間継続できる。 

乙類 ・人命の安全確保と二次災害の防止が図られている。 

 

② 災害対策本部として本部室を配置し、市の各部署

のみならず、国、県、警察、消防等の関係機関と連

絡調整等の諸機能を発揮でき、平常時には会議室

としての利用等ができる本部会議室の設置を検討し

ます。なお、配置については、防災行政無線室との

連携に配慮します。 

③ 緊急物資（毛布、医療品、飲料水、非常食、トイレパック等）、災害用資材（土のう、バリケ

ード、救助工具など）を保管する備蓄庫の設置を検討します。 

④ 衛星電話、専用回線等通信ネットワークの確保や定格運転で３日間以上の燃料を備える

自家発電設備、備蓄設備等非常用電源装置の設置を検討するとともに、災害対応用の

水の確保についても検討します。 

⑤ 洪水による浸水に備え、電機室や機械室、サーバー室などの重要な設備関連室や備蓄

スペースなど、浸水の影響を受けない高さに設置し、災害時でも市庁舎が継続して機能

できるよう配慮します。 

 

５ 議会機能 

① 議場の多目的使用について検討します。 

② 議場は明るく、質素でシンプルな意匠とし、安全安

心に利用できるよう配慮した設計とします。 

③ 会派室などは、議員構成の変動に対応できるよう、

遮音性に配慮した移動可能な間仕切り方式を検討

します。 

 

諫早市災害対策本部室 

○写真出典：高崎市ＨＰ 
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６ 行政執務室機能 

① フロア全体を有効活用できる平面構成とし、開放的で視認性のよいオープンフロアを基

本とします。 

② 重要書類の保管は、市民のプライバシーや個人情報の保護が徹底管理できるよう計画

します。 

③ 将来の行政需要の変化や機構改革にも対応でき

るよう、フリーアクセスフロアを検討します。 

④ 将来的に新館棟を廃止することや機構改革への

対応を考慮し、会議室や日常的な打ち合わせス

ペースは、同一フロアにバランスよく配置し、多様

な会議に対応できるようにします。また書庫につ

いても適所に配置することを検討します。 

 

７ 施設管理機能 

① 市民に開かれた庁舎とすることを前提として、個人

情報保護及び行政文書の管理の徹底や防犯上の

観点から、セキュリティに配慮した庁舎とします。 

② 執務室は開放性を確保しつつ、個人情報を保護す

るため、カウンター内への入室抑制やカウンターか

らの端末画面等の情報漏えいを防止する計画としま

す。 

③ 市民情報を保存する重要諸室や倉庫などについて

は、適切なセキュリティを確保します。 

④ 時間外や閉庁日は、シャッター等によって市民が利

用できるエリアを明確にできるように検討します。 

⑤ 自然採光や自然換気、太陽光発電など自然エネル

ギーの有効活用による環境負荷の低減に努めま

す。 

⑥ 敷地内は、周辺環境との調和を図りつつできるだけ

緑を活用します。 

⑦ ＬＥＤや冷暖房の個別方式をできるだけ採用し、設

備の効率化による省エネルギー化をすすめます。 

⑧ 自然利用の一環として、温もりや安らぎを感じられる

快適な空間づくりのため、地元産木材を使用した内

装等を検討します。 

⑨ 福利厚生機能として、一時的に体調を悪くした来庁

者も利用できる男女別の休憩室や効率的に利用で

きる場所に更衣室を設ける検討を行います。 

⑩ 喫煙室については、市民及び職員の受動喫煙に配慮し、設置の可否について検討を行

○写真出典：青梅市ＨＰ 

ＩＣカードによる入退室管理の事例 

防犯シャッターによる執務室の隔離(閉庁日等) 

太陽光発電の事例 
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います。 

 

８ 駐車場機能 

① 来庁者駐車場は庁舎入口に近い位置に十分なスペースを確保し、分かりやすい案内表

示を設置します。障がい者用駐車場等の同様適切な配置を行います。 

② 来庁者駐車場と公用車駐車場は分離して配置し、動線が交差しないよう計画します。 

③ 駐車場有効活用の観点から、立体駐車場設置の検討を行います。 

④ 公共交通機関の発着所について検討を行います。 

⑤ 電気自動車の充電器を設置し、公用車以外の利用も検討します。 
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第６章 新庁舎の規模 

１ フロア構成の検討 

① 窓口部門を１階に集約し、銀行窓口、ＡＴＭ、売店等市民の利便性の観点から同様に１

階に配置できるよう検討します。防災関連施設や窓口部門以外の部署を２階に配置、３

階以上には議会部門を配置し、会議室、印刷室、書庫、倉庫、福利厚生室などその他諸

室をバランスよく配置することを想定した計画を検討します。 

② 新庁舎は３階建て（又は一部４階建て）を計画しており、具体的な配置については、利用

者の動線及び業務の連動性、建物敷地の規模等を考慮し、基本設計の段階で検討して

いきます。 

 

２ 延床面積の算定 

新庁舎の延べ床面積については、「起債許可標準面積算定基準（総務省）」による算定

方法のほか、「他の自治体事例」に基づく面積算定をした上で適正な規模を設定します。

同基準には、防災機能、電算関係スペース等算入されていない機能スペース等があるため、

別途その他庁舎に必要と思われる機能の面積を加算する必要があります。 

また、新館棟（昭和５６年建築）の耐用年数による用途廃止、現在本庁舎以外に配置され

ている部署の集約化及び職員数の流動等を考慮し、新庁舎の規模を設定します。 

 

基 本 指 標 

職員数 

職員数については、平成２９年４月１日における配置予定職員数（嘱

託・任期付職員を含む。）。 

本庁配置予定職員数３９１人、うち、新庁舎配置予定職員数１８９人 

議員数 
 市議会の議員数は、「五島市議会議員定数条例（平成16 年８月１日

条令第４号）に定める２０人とする。 

 

① 基準及び他の自治体事例による面積算定 

【想定１】 本庁配置予定職員数に基づく「起債許可標準面積算定基準（総務省）」による

面積算定 

本庁舎必要面積 うち新庁舎面積 職員一人当たり面積 

約１０，０００㎡ 約７，１００㎡ ２５．５７㎡ 

 

【想定２】 新庁舎配置予定職員数に基づく「起債許可標準面積算定基準（総務省）」によ

る面積算定 

本庁舎必要面積 うち新庁舎面積 職員一人当たり面積 

約８，７００㎡ 約５，８００㎡ ２２．２５㎡ 
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    【想定３】 九州管内の他の自治体の事例に基づく職員一人当たり面積（平均２７．７㎡）を

用いた面積算定 

本庁舎必要面積 うち新庁舎面積 職員一人当たり面積 

約１０，８００㎡ 約７，９００ ２７．６２㎡ 

 

② 延床面積の算定 

以上のような３つの方法により算定した延床面積を総合的に勘案するとともに、将来的

な人口減少に伴う職員の減及び財政に与える影響等を考慮のうえ、よりコンパクトで無駄

のないものとし、新庁舎の規模は次のとおりとします。 

ただし、市民活動機能等のスペース等の行政機能以外については、市民の利便性、業

務の効率性及び財政的な視点から別途検討を行うものとします。 

 

職員一人当たりの面積による算定 

本庁配置予定職員数：３９１人 

職員一人当たり 20㎡ 21㎡ 22㎡ 23㎡ 24㎡ 

本庁舎全体の想定面積 7,820㎡ 8,211㎡ 8,602㎡ 8,993㎡ 9,384㎡ 

うち継続して使用する 

既存庁舎の面積 
2,926㎡ 2,926㎡ 2,926㎡ 2,926㎡ 2,926㎡ 

うち新庁舎の想定面積 4,894㎡ 5,285㎡ 5,676㎡ 6,067㎡ 6,458㎡ 

※ 平成２８年４月１日現在の五島市の本庁舎の状況：職員一人当たり１６㎡（Ｐ２参照） 

 

  
新庁舎の想定面積 

職員一人当たりの面積 ： ２０㎡から２１㎡程度 

延 床 面 積 ： ４，９００㎡から５，３００㎡程度 
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第７章 建設計画 

１ 概算事業費、財源 

概算事業費つきましては、他市の工事単価、新庁舎の建設規模（約５，０００㎡）を考慮

し、現時点で想定している概算事業費を次表のとおり示しております。 

 項  目 現状概算事業費 

概 算 費 用 ２４億４，４００万円   

内 

訳 

建築（設計費含む） ２１億２，８００万円   

解体費 ３億円   

予備的経費（引越し等） １，６００万円   

 

なお、詳細な事業費につきましては、基本設計の段階で積算していきますが、震災復興

関連事業や東京オリンピック関連施設の整備等、人件費や資材の高騰、また消費税増税も

想定されます。このため、基本設計過程における概算事業費の積算に当たっては、社会情

勢等への十分な配慮が求められ、さらに、新庁舎に導入する機能についても、その重要性

や費用対効果などを十分に検討し、その選択を行いながら事業費の縮減に努めていく必要

があります。 

新庁舎建設の財源には合併特例債を活用します。合併特例債は合併市町村が使用でき

る借入金で、後年度に返済する元金と利子の７０％が国から地方交付税として措置される有

利な制度です。五島市の活用できる期間は平成３１年度までとなっています。 

 

２ スケジュール 

新庁舎建設のスケジュールは、下表のとおりです。合併特例債の活用期限である平成３１

年度までの新庁舎建設完了を目標とし、進捗状況等から本館解体工事、整地等のスケジュ

ールの管理を行っていきます。 

 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

計画・設計 
     

建設工事 
     

解体工事 
     

 

  

解体工事 

  基本計画 基本・実施施設 
（29.5～30.2） 

建設工事（30.7～31.12） 
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〔 資 料 〕 
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資料１ 

第６章新庁舎の規模面積算定（詳細） 

基準及び他の自治体事例による面積算定 

【想定１】 本庁配置予定職員数に基づく「起債許可標準面積算定基準（総務省）」による面積算定 

区 分 職員数 換算率 基準面積 算出面積（㎡） 

ａ 事 務 室 

特別職 3 12 

4.5㎡/人 

162.00 

部長・課長級 31 2.5 348.75 

課長補佐・係長級 89 1.8 720.90 

一般職員 268 1 1,206.00 

ｂ 倉 庫 ａの面積 2,437.65 ㎡×13.0％ 316.89 

ｃ 会議室等 職員数 391人×7.0 ㎡ 2,737.00 

ｄ 玄関室等 ａ～ｃの面積 5,491.54 ㎡×40％ 2,196.61 

ｅ 議会関係 議員定数 20 人×35.0㎡ 700.00 

 合  計 8,388.15 

総務省の起債許可標準面積算定基準に算定されない機能スペースとしての防災機能等その他庁舎に必要

と思われる機能の面積は、起債基準による面積の２０％※1 とする。 

※１ 総務省起債算定基準を試算している都市を抜粋し、付加機能面積の平均割合を算出。 

○本庁舎全体の必要面積：8,388.15㎡ ＋ 加算 20％：1,677.63㎡ ＝ 10,065.78㎡ 

  新庁舎の面積：10,065.78㎡ -  新館棟 2,024.4㎡ -  増築棟 901.9㎡ ＝ 7,139.48㎡ 

  この結果、新庁舎の延床面積は、概ね 7,100㎡ 

 

【想定２】 新庁舎配置予定職員数に基づく「起債許可標準面積算定基準（総務省）」による面積算定 

区 分 職員数 換算率 基準面積 算出面積（㎡） 

ａ 事 務 室 

部長・課長級 19 2.5 

4.5㎡/人 

213.75 

課長補佐・係長級 40 1.8 324.00 

一般職員 130 1 585.00 

ｂ 倉 庫 ａの面積 1,122.75 ㎡×13.0％ 145.95 

ｃ 会議室等 職員数 189人×7.0 ㎡ 1,323.00 

ｄ 玄関室等 ａ～ｃの面積 2,591.7 ㎡×40％ 1,036.68 

ｅ 議会関係 議員定数 20 人×35.0㎡ 700.00 

 合  計 4,328.38 

【想定１】と同様に算定されない機能スペースの面積は２０％とする。 

○本庁舎の必要面積：4,328.38㎡ + 新館棟 2024.4㎡ + 増築棟 901.9㎡ ＝ 7,254.68㎡ 

               7,254.68㎡ + 加算：20％：1,450.93㎡ ＝ 8,705.61㎡ 

 新庁舎の面積：8,705・61 ㎡ -  新館棟 2,024.4㎡ -  増築棟 901.9㎡ ＝ 5,779.31㎡ 

  この結果、新庁舎の延床面積は、概ね 5,800㎡ 
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    【想定３】 他の自治体の事例に基づく面積算定 

他の自治体の新庁舎の延床面積は、下表のとおりです。 

自治体名 庁舎建築年 
人口（人） 

H27.4 現在 

延床面積 

（㎡） 

本庁舎で勤務する

職員数（人） 

職員一人当たり

延床面積 

大分県Ｓ市 H26 75,547 14,800 550 26.9 

熊本県Ｔ市 H26 68,090 11,000 396 27.8 

熊本県Ｙ市 H27 54,413 9,740 370 26.3 

宮崎県Ｎ市 H28（計画） 128,548 18,500 640 28.9 

大分県Ｋ市 H28（計画） 30,188 7,400 268 27.6 

鹿児島県Ｉ市 H29（計画） 54,842 12,000 450 26.7 

福岡県Ｉ市 H29（計画） 130,859 17,800 601 29.6 

平 均     27.7 

他の自治体の事例から、職員一人当たりの面積は２７．７㎡となり、これをもとに本市の計画職員数に適用

し算定すると下記のとおりとなります。 

○職員一人当たりの面積による算定：27.7㎡ × 391人 ＝ 10,830.7㎡ 

  新庁舎の面積：10,830.7㎡ -  新館棟 2,024.4㎡ -  増築棟 901.9㎡ ＝ 7,904.4㎡ 

  この結果、新庁舎の延床面積は、概ね 7,900㎡ 

 

上記の各方法による面積の算定結果は下記のとおりとなります。 

面積算定基準 本庁舎必要面積 うち新庁舎面積 職員一人当たり面積 

【想定１】 約 10,000 ㎡ 約 7,100 ㎡ 25.57 ㎡ 

【想定２】 約 8,700 ㎡ 約 5,800 ㎡ 22.25 ㎡ 

【想定３】 約 10,800 ㎡ 約 7,900 ㎡ 27.62 ㎡ 

 

 


